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【背景及び趣旨】  

 

ナオリ健康保険組合は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律 第８０

号。）第１９条に基づき、健康保険事業に関する令和６年度から令和１１年度までの間の

特定健康診査等実施計画を定め、特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健康診査

等」という。）の取組を進める。 

 

【当健康保険組合の現状】  

 

当健康保険組合は、繊維製品の卸販売業を主たる業態とする事業所が加入している健保

組合である。  

令和５年度末の適用事業所数は２６５社で、保険者数は７，０９２人、被扶養者数は

４，１９６人である。  

ただし、支店や営業所は全国に点在しており、被保険者及び被扶養者の居住地は全国４

５都道府県に分布している。（愛知県に居住している被保険者及び被扶養者は約５６％）

加入事業所は中小事業者が多く、被保険者２０人未満の事業所が全体の７５％を占めてお

り、１事業所あたりの平均被保険者数は２７人である。  

当健康保険組合に加入している被保険者は平均年齢が４５．３歳で男女比は約５０％で

ある。  

健康診断については愛知県下を中心に全国６１の健診機関と契約し、契約健診機関で受

診できない方のために補助金の助成も実施している。事業者健診の定期健康診断は、補助

金の助成で実施している。  

契約内容は、人間ドック（短期・半日）・生活習慣病健診・巡回婦人健診であり、二次

検査まで契約を交わし実施している。  

令和４年度の健診の実施人数は、人間ドック２，５１９ 人、生活習慣病健診８０１人、

巡回婦人健診８７１人、特定健診１３５人、合計で４，３２６人受診した。 

また、事業者実施の定期健康診断の３，０９５人に補助金で助成している。 

 

Ⅰ 第３期計画の実施状況 

  

１ 特定健康診査 

被保険者は特定健康診査項目を含む事業者健診のデータ受領、契約機関で実施する各種

健診（人間ドック・生活習慣病健診・婦人健診）、被扶養者は各種検診や健康保険組合連

合会の集合契約により実施した。 



第３期特定健康診査等実施計画期間の実施状況は下表のとおりであり、総合健保の目標

実施率８５％に達成していない。 

 

特定健康診査（被保険者） 

年度 H３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

目標実施率 ８０．０％ ８２．０％ ８４．０％ ８６．１％ ８８．０％ ９０．０％ 

実施者数 ３，４９７ ３，５４８ ３，３４１ ３，４２９ ３，５２８ ― 

実施率 ７８．５％ ７９．３％ ７５．３％ ７６．９％ ８０．３％ ― 

特定健康診査（被扶養者） 

年度 H３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

目標実施率 ４５．１％ ５０．０％ ５５．１％ ６０．０％ ６５．１％ ７０．１％ 

実施者数 ７００ ６６２ ５８４ ６２５ ５８２ ― 

実施率 ４３．４％ ４３．１％ ４０．０％ ４４．４％ ４４．１％ ― 

特定健康診査（被保険者＋被扶養者） 

年度 H３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

目標実施率 ７０．６％ ７３．５％ ７６．５％ ７９．４％ ８２．３％ ８５．２％ 

実施者数 ４，１９７ ４，２１０ ３，９２５ ４，０５４ ４，１１０ ― 

実施率 ６９．２％ ７０．１％ ６６．６％ ６９．１％ ７２．０％ ― 

 

 

２ 特定保健指導 

各種健診では、契約健診機関にて実施が可能である場合は健診機関で実施し、実施不可

の場合や、事業主の実施する定期健診で対象となった者は、保健指導機関に外部委託し実

施した。 

第３期特定健康診査等実施計画期間の実施状況は下表のとおりであり、総合健保の目標

実施率３０％に達成していない。 

 

動機付け支援 

年度 H３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

目標実施率 ２０．０％ ２８．１％ ３７．０％ ４７．１％ ５２．１％ ５５．６％ 

実施者数（人） ６７ ７４ ６９ ８５ ８３ ― 

実施率 ２０．１％ ２２．２％ ２２．１％ ２７．１％ ２７．５％ ― 

積極的支援 

年度 H３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

目標実施率 ３．６％ ６．３％ ７．９％ ９．７％ １１．８％ １２．５％ 

実施者数（人） ５３ １０５ ４５ ８３ ６８ ― 

実施率 １２．６％ ２９．１％ １７．１％ ２２．５％ １８．３％ ― 

 



動機付け支援＋積極的支援 

年度 H３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

目標実施率 １０．４％ １５．３％ ２０．０％ ２５．２％ ２８．４％ ３０．３％ 

実施者数（人） １２０ １７９ １１４ １６８ １５１ ― 

実施率 １５．５％ ２３．２％ １７．５％ ２４．６％ ２２．４％ ― 

 

 

Ⅱ 第４期の達成目標 

 

第４期計画における特定健診実施率、特定保健指導実施率の目標値については、直近の実

績では、第３期の目標値と乖離があるが、引き続き実施率の向上に向けて取組を進めていく

必要があるため、総合健保の目標実施率を目指す。 

１ 特定健康診査の実施に係る目標  

  令和１１年度における特定健康診査の実施率を８５．４％とする。 

  この目標を達成するために令和６年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

目標実施率                                    （％） 

 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 国の参酌標準 

被保険者 ８５．２ ８７．１ ８９．１ ９０．９ ９２．７ ９２．６ ― 

被扶養者 ４５．５ ４５．７ ４５．８ ４６．１ ４６．３ ４６．７ ― 

被保険者+

被扶養者 
７７．０ ７９．０ ８１．０ ８３．０ ８５．０ ８５．４ ８５．０ 

 

２ 特定保健指導の実施に係る目標 

  令和１１年度における特定保健指導の実施率を３１．２％とする。 

  この目標を達成するために令和６年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

目標実施率 （被保険者＋被扶養者）                             （％） 

 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 国の参酌標準 

動機付け支

援実施率 
２６．２ ２７．２ ２８．０ ２９．０ ３０．０ ３１．１ ― 

積極的支援

実施率 
２６．０ ２７．０ ２８．０ ２９．１ ３０．１ ３１．３ ― 

合計実施率 ２６．１ ２７．１ ２８．０ ２９．０ ３０．０ ３１．２   ３０．０ 

 

健診当日に保健指導が実施可能な契約健診機関については実施を依頼している。 



Ⅲ 特定健康診査等の対象者数 

 

① 特定健康診査 

被保険者                             （人） 

 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 

４０歳以上対象者 ４，３１０ ４，２６０ ４，２１０ ４，１７０ ４，１２０ ４，０８０ 

目標実施率（％） ８５．２ ８７．１ ８９．１ ９０．９ ９２．７ ９２．６ 

目標実施者数 ３，６７０ ３，７１０ ３，７５０ ３，７９０ ３，８２０ ３，７８０ 

被扶養者                             （人） 

 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 

４０歳以上対象者 １，１２０ １，０４０ ９６０ ８９０ ８２０ ７６０ 

目標実施率（％） ４５．５ ４５．７ ４５．８ ４６．１ ４６．３ ４６．７ 

目標実施者数 ５１０ ４７５ ４４０ ４１０ ３８０ ３５５ 

被保険者＋被扶養者                        （人） 

 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 

４０歳以上対象者 ５，４３０ ５，３００ ５，１７０ ５，０６０ ４，９４０ ４，８４０ 

目標実施率（％） ７７．０ ７９．０ ８１．０ ８３．０ ８５．０ ８５．４ 

目標実施者数 ４，１８０ ４，１８５ ４，１９０ ４，２００ ４，２００ ４，１３５ 

 

② 特定保健指導 

被保険者＋被扶養者                        （人） 

 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ１０年度 Ｒ１１年度 

４０歳以上対象者 ４，１８０ ４，１８５ ４，１９０ ４，２００ ４，２００ ４，１３５ 

動機付け支援対象者 ２８６ ２７６ ２６８ ２５９ ２５０ ２３８ 

実施率（％） ２６．２ ２７．２ ２８．０ ２９．０ ３０．０ ３１．１ 

実施者数 ７５ ７５ ７５ ７５ ７５ ７４ 

積極的支援対象者 ３６５ ３５９ ３５３ ３５１ ３４６ ３３６ 

実施率（％） ２６．０ ２７．０ ２８．０ ２９．１ ３０．１ ３１．３ 

実施者数 ９５ ９７ ９９ １０２ １０４ １０５ 

保健指導対象者計 ６５１ ６３５ ６２１ ６１０ ５９６ ５７４ 

実施率（％） ２６．１ ２７．１ ２８．０ ２９．０ ３０．０ ３１．２ 

実施者数 １７０ １７２ １７４ １７７ １７９ １７９ 

 

 

 

 



Ⅳ 特定健康診査等の実施方法等 

 

（1）実施方法 

被保険者の特定健診は、事業者が実施する定期健診で実施するほか、契約健診機関で

実施する各種健診（人間ドック・生活習慣病健診・婦人健診等）で実施する。また、契

約外健診機関で実施する各種健診においても同様とする。 

被扶養者の特定健診は、対象者の居住地が全国に分散しているため、健康保険組合連

合会の集合契約により実施する。また、各種健診でも実施する。 

被扶養者は特定健診の個人負担金を無料とする。ただし、規定の実施項目以外を受診

した場合は、その費用は個人負担とする。  

特定保健指導は契約健診機関に委託して実施するほか、全国で実施が可能な保健指導

機関に外部委託し実施する。 または、利用券を発行し健康保険組合連合会の集合契約健

診機関にて実施する。 

なお、特定保健指導については被保険者・被扶養者とも個人負担金は無料とする。 

  

（2）実施項目  

実施項目は標準的な健診・保健指導プログラム【令和６年度版】第２章に記載されて

いる健診項目とする。  

 

（3）実施時期  

実施時期は通年とする。  

 

（4）周知・案内方法  

周知は事業所を通じて行うほか、対象者の自宅に案内を発送する。また、機関紙及び

ホームページに掲載して周知・案内する。 

  

（5）健診データの受領方法  

健診のデータは事業者又は契約健診機関から受領するか、代行機関を通じ電子データ

等を受領して当健康保険組合で保管する。また、特定保健指導についても委託機関から

同様に電子データ等で受領するものとする。なお、保管年数は５年とする。  

契約外健診機関で受診の場合は、被保険者から補助金申請書を受け取り、同時に健診

結果の写しを受領する。 

 

（6）特定保健指導対象者の選出の方法  

特定保健指導の対象者については、基準を満たした者すべてに実施案内を送付する。 

  

 



Ⅴ 個人情報の保護  

 

当健保組合の個人情報保護管理規定を遵守する。  

当健保組合および委託された健診・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外

部に漏らしてはならない。  

当健保組合のデータ管理者は常務理事とする。また、データの利用者は、当組合保健

事業課役職員に限る。  

外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記することとする。 

 

Ⅵ 特定健康診査等実施計画の公表・周知  

 

本計画は当組合ホームページに掲載する。 

 

Ⅶ 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し  

 

国への実績報告データにより、特定健康診査等の実施率を把握し、目標値の達成状況

について評価する。  

また、目標値に大きく届かない場合、その他必要がある場合は実施方法等の見直しを

行う。 

 

Ⅷ その他  

 

当健康保険組合の保健事業課に所属する役職員については、特定健診・特定保健指導な

どに関する研修に随時参加させる。 

 


